
要
綱

公
的
年
金
制
度
の
財
政
基
盤
及
び
最
低
保
障
機
能
の
強
化
等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

第
一

改
正
の
趣
旨

公
的
年
金
制
度
の
最
低
保
障
機
能
の
強
化
の
た
め
、
低
所
得
者
等
の
老
齢
基
礎
年
金
等
の
額
の
加
算
、
高
所
得
者
の
老
齢

基
礎
年
金
の
支
給
停
止
及
び
受
給
資
格
期
間
の
短
縮
を
行
う
と
と
も
に
、
産
前
産
後
休
業
期
間
中
の
厚
生
年
金
保
険
の
保
険

料
免
除
、
短
時
間
労
働
者
へ
の
厚
生
年
金
保
険
の
適
用
拡
大
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
ほ
か
、
基
礎
年
金
の
国
庫
負
担
割

合
を
二
分
の
一
と
す
る
た
め
の
安
定
し
た
財
源
の
確
保
が
図
ら
れ
る
年
度
を
定
め
る
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

第
二

国
民
年
金
法
の
一
部
改
正

一

受
給
資
格
期
間
の
短
縮

老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期
間
を
二
十
五
年
か
ら
十
年
に
短
縮
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
第
二
十
六

条
関
係
）

二

老
齢
基
礎
年
金
、
障
害
基
礎
年
金
及
び
遺
族
基
礎
年
金
の
額
の
加
算

被
保
険
者
及
び
被
保
険
者
で
あ
っ
た
者
の
所
得
の
分
布
状
況
等
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
受
給
権

者
は
、
老
齢
基
礎
年
金
の
額
の
加
算
に
係
る
特
例
の
請
求
を
で
き
る
も
の
と
し
、
請
求
し
た
月
の
翌
月
か
ら
翌
年
の
七
月



ま
で
の
月
分
の
老
齢
基
礎
年
金
の
額
は
、
七
万
二
千
円
に
改
定
率
を
乗
じ
て
得
た
額
と
保
険
料
免
除
期
間
の
月
数
に
応
じ

た
額
を
合
算
し
た
額
を
加
算
し
た
も
の
と
す
る
こ
と
。
障
害
基
礎
年
金
及
び
遺
族
基
礎
年
金
に
つ
い
て
も
こ
れ
に
準
じ
た

特
例
の
請
求
を
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
第
二
十
七
条
の
六
、
第
三
十
三
条
の
三
及
び
第
三
十
九
条
の

三
関
係
）

三

老
齢
基
礎
年
金
の
高
額
所
得
に
よ
る
支
給
停
止

１

受
給
権
者
の
所
得
が
、
平
均
的
な
所
得
に
比
し
て
高
額
な
所
得
に
相
当
す
る
一
定
の
金
額
を
超
え
る
と
き
は
、
老
齢

基
礎
年
金
の
額
の
二
分
の
一
を
上
限
に
、
老
齢
基
礎
年
金
の
支
給
を
停
止
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
第

二
十
九
条
の
二
関
係
）

２

１
の
支
給
停
止
は
、
受
給
権
者
が
震
災
等
に
よ
り
損
害
を
受
け
た
場
合
又
は
失
業
等
の
事
由
に
よ
り
所
得
の
減
少
が

見
込
ま
れ
る
場
合
等
に
該
当
す
る
と
き
は
、
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
第
二
十
九
条
の
三
関
係
）

四

遺
族
基
礎
年
金
の
支
給
対
象
の
拡
大

遺
族
基
礎
年
金
に
つ
い
て
、
被
保
険
者
又
は
被
保
険
者
で
あ
っ
た
者
の
子
の
あ
る
配
偶
者
又
は
子
に
支
給
す
る
も
の
と

す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
第
三
十
七
条
関
係
）



五

そ
の
他
所
要
の
改
正

第
三

厚
生
年
金
保
険
法
の
一
部
改
正

一

短
時
間
労
働
者
へ
の
適
用
拡
大

一
週
間
の
労
働
時
間
が
同
一
の
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
の
一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
の
四
分
の
三
未
満

で
あ
る
も
の
又
は
一
月
間
の
所
定
労
働
日
数
が
同
一
の
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
の
一
月
間
の
所
定
労
働
日

数
の
四
分
の
三
未
満
で
あ
る
も
の
の
う
ち
、
次
の
１
か
ら
４
ま
で
の
要
件
に
該
当
す
る
も
の
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
被
保

険
者
で
あ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
厚
生
年
金
保
険
法
第
十
二
条
関
係
）

１

一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
二
十
時
間
以
上
で
あ
る
こ
と
。

２

当
該
事
業
所
に
継
続
し
て
一
年
以
上
使
用
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

３

報
酬
（
最
低
賃
金
法
で
賃
金
に
算
入
し
な
い
も
の
に
相
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
月
額
が
七
万
八
千
円
以
上
で
あ

る
こ
と
。

４

学
生
等
で
な
い
こ
と
。

二

受
給
資
格
期
間
の
短
縮



第
二
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
厚
生
年
金
保
険
法
第
四
十
二
条
関
係
）

三

産
前
産
後
休
業
期
間
中
の
保
険
料
免
除

産
前
産
後
休
業
期
間
に
つ
い
て
、
申
出
に
よ
り
、
事
業
主
及
び
被
保
険
者
の
保
険
料
を
免
除
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
厚
生
年
金
保
険
法
第
八
十
一
条
の
二
の
二
関
係
）

四

そ
の
他
所
要
の
改
正

第
四

国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正

一

平
成
二
十
四
年
度
の
基
礎
年
金
の
国
庫
負
担
に
係
る
国
債
（
以
下
「
年
金
交
付
国
債
」
と
い
う
。
）
の
償
還
（
国
民
年

金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
十
四
条
の
五
、
第
十
四
条
の
六
、
第
三
十
二
条
の
五
及
び
第
三
十
二
条
の
六
関

係
）

１

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人
は
、
平
成
二
十
六
年
度
以
後
の
各
年
度
に
お
い
て
、
発
行
額
面
金
額
の
総
額

を
二
十
で
除
し
て
得
た
額
を
基
準
と
し
て
当
該
各
年
度
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
額
を
限
り
、
年
金
交
付
国
債
の
償
還
の

請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

２

政
府
は
、
１
に
よ
る
償
還
の
請
求
を
受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
、
そ
の
償
還
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す



る
こ
と
。

二

特
定
年
度
の
定
め

基
礎
年
金
の
国
庫
負
担
割
合
二
分
の
一
を
維
持
す
る
た
め
の
所
要
の
安
定
し
た
財
源
の
確
保
が
図
ら
れ
る
年
度
を
平
成

二
十
六
年
度
と
す
る
こ
と
。
（
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
十
三
条
第
七
項
関
係
）

第
五

国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正

年
金
交
付
国
債
に
つ
い
て
は
、
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第

号
）
の
公
布
の
日
か
ら
発
行
で
き
る
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
三
条
、
第
六
条
及
び
第
七
条
関
係
）

第
六

関
係
法
律
の
一
部
改
正

一

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
及
び
健
康
保
険
法
に
つ
い
て
、
第
三
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

二

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
及
び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
に
つ
い
て
、
第
三
の
二
及
び

四
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

三

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
、
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
、
健
康
保
険
法
及
び
船
員
保
険



法
に
つ
い
て
、
第
三
の
三
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

四

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に

つ
い
て
、
第
四
の
一
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

五

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及

び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
、
第
四
の
二
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

六

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
に
つ
い
て
、
短
時
間
労
働
者
な
ど
賃
金
が
低
い
加
入
者
が
多
い
こ
と
か
ら
そ
の

保
険
料
負
担
が
重
い
医
療
保
険
者
に
対
し
、
そ
の
負
担
を
軽
減
す
る
観
点
か
ら
、
賃
金
が
低
い
加
入
者
の
後
期
高
齢
者
支

援
金
の
負
担
に
関
し
て
被
用
者
保
険
間
で
広
く
分
か
ち
合
う
特
例
措
置
を
導
入
し
、
短
時
間
労
働
者
へ
の
健
康
保
険
の
適

用
拡
大
に
よ
っ
て
生
じ
る
保
険
者
の
負
担
を
緩
和
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

七

介
護
保
険
法
に
つ
い
て
、
介
護
納
付
金
に
関
し
、
六
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
。

第
七

施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
次
に



掲
げ
る
事
項
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

一

第
四
の
一
及
び
第
六
の
四

こ
の
法
律
の
公
布
の
日

二

第
五

こ
の
法
律
の
公
布
の
日
又
は
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の

消
費
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
公
布
の
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日

三

第
二
の
四
、
第
四
の
二
及
び
第
六
の
五

社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た

め
の
消
費
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施
行
の
日

四

第
二
の
五
、
第
三
の
三
及
び
四
並
び
に
第
六
の
二
（
第
三
の
四
に
準
じ
た
改
正
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
三

公

布
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

五

第
三
の
一
並
び
に
第
六
の
一
、
六
及
び
七

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日

第
八

検
討
等

一

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
基
礎
年
金
の
最
低
保

障
機
能
の
強
化
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
総
合
的
に
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ

い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。



二

政
府
は
、
平
成
三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
厚
生
年
金
保
険
及
び
健
康
保
険
の
適

用
範
囲
を
更
に
拡
大
す
る
た
め
の
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

第
九

経
過
措
置
等

一

経
過
措
置

当
分
の
間
、
通
常
の
労
働
者
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
者
を
常
時
五
百
人
を
超
え
て
使
用
す
る
事
業
主
以
外
の
事
業
主
に

１
使
用
さ
れ
る
七
十
歳
未
満
の
者
で
あ
っ
て
、
一
週
間
の
労
働
時
間
が
同
一
の
事
業
所
に
使
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
の

一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
の
四
分
の
三
未
満
で
あ
る
も
の
又
は
一
月
間
の
所
定
労
働
日
数
が
同
一
の
事
業
所
に
使
用
さ

れ
る
通
常
の
労
働
者
の
一
月
間
の
所
定
労
働
日
数
の
四
分
の
三
未
満
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
厚
生
年
金
保
険
の
被

保
険
者
と
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
第
十
七
条
関
係
）

２

そ
の
他
所
要
の
経
過
措
置
を
設
け
る
こ
と
。
（
附
則
第
四
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
、
第
十
八
条
か
ら
第
五
十
三
条
ま

で
関
係
）

二

関
係
法
律
の
整
備

そ
の
他
関
係
法
律
に
つ
い
て
、
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
。
（
附
則
第
五
十
四
条
か
ら
第
七
十
条
ま
で
関
係
）


